　※デジタル訓練促進費関係追加
（就職支援実施委託料対象訓練用）

（仕様書 様式第３２号）

就職支援実施報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　茨城県立　　　産業技術専門学院長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施者名　　　　

１　訓練科名
２　訓練実施期間　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

　　就職支援期間　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

３　訓練修了状況

	項　　　　目
	人　　　数
	うちｼﾞｮﾌﾞ･ｶｰﾄﾞ所有者数
	うち能力証明ｼｰﾄ交付者数

	入学者数
	　　　　　　人
	人(　　人)
	人(　　人)

	中途退所者数　　　　　　　　
	　　　　　　人
	人(　　人)
	人(　　人)

	修了者数　　　　　　　
	　　　　　　人
	人(　　人)
	人(　　人)


　（注１）ジョブ・カード所有者は、訓練開始前又は訓練期間中にジョブ・カードの作成支援を受けジョブ・カードを所有(作成)した者の人数を記入する。

（注２）能力証明ｼｰﾄ交付者数は、能力証明ｼｰﾄの交付を受けた人数を記入する。

４　就職状況　

（1） 就職者の状況及び就職者名簿　別添のとおり

（２）修了者のうち未就職者数　　　　　人

（３）修了者のうち未把握者数　　　　　人

５　就職支援実施委託料の算定に係る就職率

　　　（修了後就職者　　名＋中途退所就職者　名）　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　％

　　　　　　　　　　　　（修了者　　名＋中途退所就職者　名）

（注）「修了後就職者」「中途退所就職者」とは、以下のとおりとする。

　　　　　　①　訓練修了後３か月以内（この場合の「訓練修了後３か月以内」とは、「訓練修了日の翌日から起算して３か月以内（３か月経過する日）」とする。以下同じ。）に就職（就職のための中退者を含む。）又は内定した者のうち、一週間の所定労働時間が２０時間以上であり、且つ「雇用期間の定め無し」又は「４か月以上」の雇用期間により雇い入れられた者（この場合の「４か月以上」とは、「雇い入れの日から起算して１２０日以上」とする。）及び自営を開始した者（以下「対象就職者」という。）。
　　　　　　　　ただし、訓練修了後３か月以内に、４か月未満の雇用期間により就職又は内定したものであって、その後、訓練修了後３か月以内に、「雇用期間の定め無し」又は「４か月以上」の就職又は内定した者については、「対象就職者」として取り扱うものとする。
　　　　　　②　就職した者のうち、労働者派遣事業により派遣される場合は、就職者は訓練修了後３か月以内に派遣先に就業（就業予定は除く）した者に限ることとし、自営業の場合は、訓練終了後３か月以内に設立又は開業し、かつ法人設立届出書又は個人事業開廃届出書の写しを提出した者に限るものとする。
　　　　　　③　委託先機関又はその関連事業主に雇用された場合は、雇用保険の加入者に限る。
　　　　　　④「内定」は、訓練修了者等からの書面に就職予定日の記載がある場合のみ可とする。
　　　　　　⑤「訓練修了者」からは、訓練修了の日以前に、複数の職業訓練に係る受講指示を受けたことにより、再度の訓練受講中である又は予定している者を除くものとする。
６　就職支援実施委託料　　　　　　　　　　　　円（うち消費税　　　　　　　　円）　　　

　　（積算内訳）

　
７　６に係る添付書類

　・就職状況報告書（訓練修了者等から提出されたもの）

　・就職等の事実を証する書類

（自営業を開始した者にあっては、法人設立届出書又は個人事業開廃届出書の写し）

（委託先機関又はその関係事業主に雇用された者又内定した者にあっては、雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写し）

（雇用契約書の写し）等
８　デジタル資格コースに係るデジタル訓練促進費

（注）1　対象コースのみ記入すること。

2　訓練修了日の翌日から起算して３か月経過後のみ（訓練修了時の報告は不要）。

　　　3 資格取得状況報告書（様式第40-1又は40-2）を併せて提出すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（うち消費税　　　　　　　　円）

（積算内訳）

９　DX推進スキル標準対応コースに係るデジタル訓練促進費
（注）　対象コースのみ記入すること。

　円（うち消費税　　　　　　　　円）

（積算内訳）

